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名古屋大学 福和伸夫

MEXTからの指示事項
・耐震設計の現状（実際に高層ビルなどの耐震設計を行う

場合にどのような地震波を入力波として使っているか）場合にどのような地震波を入力波として使っているか）

・地震本部の成果を使っていただけるとしたらどの部分を
使っていただける可能性があるのか使っていただける可能性があるのか。

・現在の状況では使えないという場合、どのような成果で
あれば使 ていただけるか また改善点など （特にあれば使っていただけるか、また改善点など。（特に、
地震本部が収集しているデータ（あるいは収集すべき
デ タ）を使うと耐震設計などがどのようにより良くなデータ）を使うと耐震設計などがどのようにより良くな
るのか。さらに、そのような手法は現行の法制度（建築
基準法など）の枠組みの中でも可能かどうかなど ）基準法など）の枠組みの中でも可能かどうかなど。）

・あわせて、長周期地震動予測地図に対する期待、関連し
収集
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て収集すべきデータなど。

・時間としてはプレゼンに２０分、質問等に１０分程度

資料　総０７－（３）



MEXTからの指示事項
・耐震設計の現状（実際に高層ビルなどの耐震設計を行う

場合にどのような地震波を入力波として使っているか）
静的地震荷重、年間300棟程度の時刻歴検証建物用
一般には告示波＆既往３波、サイト波の利用は稀れ場合にどのような地震波を入力波として使っているか）

・地震本部の成果を使っていただけるとしたらどの部分を
使っていただける可能性があるのか

般には告示波＆既往３波、サイト波の利用は稀れ

地震動予測地図は顧客との耐震性能合意時の参考資料
活断層調査 長期評価 地下構造調査 強震観測記録使っていただける可能性があるのか。

・現在の状況では使えないという場合、どのような成果で
あれば使 ていただけるか また改善点など （特に

活断層調査、長期評価、地下構造調査、強震観測記録

現行基準は最低基準のためユーザー極く少ない
建築指導課の判断が大事あれば使っていただけるか、また改善点など。（特に、
地震本部が収集しているデータ（あるいは収集すべき
デ タ）を使うと耐震設計などがどのようにより良くな

建築指導課の判断が大事
表層地盤の信頼度が低すぎ、基礎データは有用
理学的研究指向からユ ザ 指向に移行 デ タ公開データ）を使うと耐震設計などがどのようにより良くな
るのか。さらに、そのような手法は現行の法制度（建築
基準法など）の枠組みの中でも可能かどうかなど ）

理学的研究指向からユーザー指向に移行、データ公開
国民の耐震化促進の意識啓発への活用には有効
基準法など）の枠組みの中でも可能かどうかなど。）

・あわせて、長周期地震動予測地図に対する期待、関連し
収集

長周期地震動予測地図はミスリーディングかも
理論的方法 限界（谷） 周期域 大都市圏 特化
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て収集すべきデータなど。

・時間としてはプレゼンに２０分、質問等に１０分程度

理論的方法の限界（谷）、周期域、大都市圏に特化

全てお答えするには時間不足です

建物の振動応答生成の構成要素建物の振動応答生成の構成要素

建物応答→建物への地震荷重（慣性⼒）
建物内の
応答増幅表⾯波 地盤と建物との地盤と建物との

動的相互作⽤
逸散波

表層地盤の
増幅効果実体波

逸散波

増幅効果

震源 波動の伝播
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基礎浮上り
滑り・剥離
基礎浮上り
滑り・剥離

スラブ効果スラブ効果

上部構造の慣性力

Q

滑り 剥離滑り 剥離

スリットスリット
袖・腰・垂
壁 開口評
袖・腰・垂
壁 開口評

地下部の慣性力
埋込み部の抵抗

杭の抵抗

Q

基礎形状基礎形状

リリ 壁、開口評
価

壁、開口評
価

終局挙動終局挙動

杭の抵抗
d

各部の各部の

根入れ効果根入れ効果

各部の
荷重分担
各部の
荷重分担 揺れの強さ・

周期・長さ
揺れの強さ・
周期・長さ

異種基礎異種基礎

地盤改良効果地盤改良効果

隣接建物間
の相互作用
隣接建物間
の相互作用

地盤非線形
液状化

地盤非線形
液状化

地盤の成層性地盤の成層性

回折・反射
屈折・散乱
回折・反射
屈折・散乱

基礎周辺の
地盤の緩み
基礎周辺の
地盤の緩み

深部地盤の深部地盤の 杭間地盤杭間地盤

異種基礎異種基礎

群杭効果
杭の荷重分担
杭体の非線形

PΔ効果

群杭効果
杭の荷重分担
杭体の非線形

PΔ効果

＆不整形性＆不整形性

震源の
破壊過程
震源の

破壊過程

伝播伝播

揺れの強さ・揺れの強さ・

盆地構造盆地構造
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深部地盤の
局所非線形
深部地盤の
局所非線形

杭間地盤
の非線形
杭間地盤
の非線形

PΔ効果PΔ効果 揺れの強さ
周期・長さ

揺れの強さ
周期・長さ

地盤の揺れと建物の揺れ地盤の揺れと建物の揺れ

建物屋上(11F)地震計

建物6F

建物1F 建物内の応答増幅

地盤-1m 入力損失

地盤-10m
表層地盤 表層地盤の増幅

地盤-57m

基盤
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時間（秒）



兵庫県南部地震

500秒
建物の強震観測記録

東海道沖地震（Mj 5.1 D=40km）
5
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耐震基準の体系（2000年～）耐震基準の体系（2000年 ）

超⾼層建物（60m超） Yes超⾼層建物（ 超）

（設計者の判断によって検証法を選択）
No

特別な検証法許容応⼒度等計算 限界耐⼒計算 ⼀般化した

（建設⼤⾂の認定）

特別な検証法
時刻歴計算

許容応⼒度等計算 限界耐⼒計算 般化した
特別な検証法

旧来の新耐震設計法

技術基準
指定性能評価機関

（建設主事等の確認）
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耐震設計における対象範囲耐震設計における対象範囲

静的な
耐震設計 初期の

高層 原子力 湾岸の耐震設計

建物システム 建物システム 建物システム 建物システム

超高層 原子力 湾岸の
超高層

一般の
建物

建物への入力 動的相互作用システム 動的相互作用システム 動的相互作用システム

建物

相互作用無視、入力地震動既知
自由地盤の動き

相互作用考慮、入力地震動既知

表層地盤システム 表層地盤システム

基準法による
相 作用考慮、入力 震動既知

基盤地震動

基盤地震動既知

伝播経路システム
基準法による
静的地震荷重
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断層システム

応答解析による地震荷重算定

地震応答解析の位置付け地震応答解析の位置付け

地震荷重の評価
スタート

構造計画
静的設計＝応力解析
が前提仮定断面

構造計画

が前提
地震応答解析は
荷重設定の確認作業

静的応力解析

仮定断面

地震荷重

荷重設定の確認作業
断面設計

No
通常の建築物

地震応答解析

判定・評価
No

エンド

入力地震動
地盤の地震応答解析

地震応答解析

判定・評価
No

重要 大規模建築物

入力地震動

動的相互作用

1010
エンド

重要・大規模建築物 
（原子力、超高層、免震）



時刻歴応答計算に基づく地震荷重算定時刻歴応答計算に基づく地震荷重算定

原子力発電施設・超高層建物・免震建物

断層モデルの作成地震活動度の調査 想定地震の設定
入力レベルの設定

地震動作成

地盤モデルの作成

地震動作成

地盤調査 深い地盤構造
浅い地盤構造

設計用入力地震動の作成

浅い地盤構造

液状化判定

地震応答解析

構造物の振動モデルの作成応力解析モデル構造計画

建物と地盤との動的相互作用 相互作用解析

構造物の振動モデルの作成応力解析モデル構造計画

応力解析 地震応答解析

1111

地震力上部構造 設計用地震力＞層せん断力応答
免震層 設計用限界変形＞応答変形
下部構造 上部慣性力と地盤変形に対する応答

超高層建築物の大臣認定件数の推移超高層建築物の大臣認定件数の推移
～平成12年4月24日 高層評定件数：1469件

60m以下の免震建築物の件数：795件

300

350

150

200

250

免震建築物計画推移
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H13 14 15 16 17 18 19 20

時刻歴波形を利用する建築物は概ね年間300棟程度
（年間着工棟数は約100万棟程度、0.03%）



高層建物・免震建物の地域分布高層建物 免震建物の地域分布

大都市に集中
東京
大阪
神奈川
兵庫
千葉

高層建物

大都市に集中
都道府県名建物数
東京 512

千葉
愛知
その他

41.0%

3 4%

24.0%

東京
大阪 172
神奈川 82
兵庫 82
千葉 58
愛知 42
その他 30113 8%6 6%

6.6%

4.6%

3.4%

その他 301
総数 1249

13.8%6.6%

400

450

免震建物

200

250
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400

告示以降（高層） 告示以降

（2000/10/17～）

告示以前

（～2000/10/17）
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人の構成の地域差：東京と地方人の構成の地域差 東京と地方
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建築構造士 建築学会員

級建築士 二級建築士

2

3
一級建築士 二級建築士

労務作業者のうち建設作業者
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熊
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総人数 人口当り 全国 東京 愛知 三重

建設労務作業者 299万人 百人 2 3人 1 7人 2 2人 2 3人建設労務作業者 299万人 百人 2.3人 1.7人 2.2人 2.3人

二級建築士 660777人 千人 5.2人 6.2人 4.7人 4.9人

一級建築士 307558人 千人 2.4人 4.9人 2.4人 1.6人

建築学会員 33978人 万人 2 7人 8 8人 2 2人 1 3人建築学会員 33978人 一万人 2.7人 8.8人 2.2人 1.3人

建築構造士 2551人 十万人 2.0人 8.8人 2.1人 0.5人

地方では専門家の人数は少ない
1414

地方では専門家の人数は少ない



高層建物の設計固有周期
と既往波の応答スペクトル

90 240
El Centro NS

と既往波の応答スペクトル
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固有周期(sec)
0 1 2 3 4 5 6

0

基盤に直接支持した根入れのある剛な建物基盤に直接支持した根入れのある剛な建物
と軟弱地盤上の柔らかい建物の揺れ方

弾性変形
（応答増幅）

柔らかい建物

（応答増幅）
×○倍剛い建屋

剛体的応答 地盤増幅
×○倍

17

×○倍
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建築物の振動現象の基礎
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• 固有周期は建物高に比例、減衰は逆比例

軟弱地盤では 固有周期と減衰が増大
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Ｈ(m)

4

5

Softer soil• 軟弱地盤では、固有周期と減衰が増大
（動的相互作用効果）

低減衰 長周期構造物 は共振に至るに
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ｈ
1
(
％
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Softer soil

• 低減衰・長周期構造物では共振に至るに
は時間がかかる。
（地震動継続時間の重要性）
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（地震動継続時間の重要性）

• パルス性の地震動に対しては、建物周期
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より長い入力では倍に増幅、短い入力に
は建物応答は小さい。
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（入力パルス周期の重要性）

• 高層建物の設計想定変位応答は建物高さ

T0/2 t

2121

高層建物の設計想定変位応答は建物高さ
の１％、速度応答は 3m/s程度

建築物の地震荷重と耐震性建築物の地震荷重と耐震性

•低減衰長周期構造物：共振
周期と継続時間

表層地盤増幅と•表層地盤増幅と
材料非線形＆液状化材料非線形＆液状化

•動的相互作用と逸散減衰動的相互作用と逸散減衰

•基礎ー地盤の接触非線形

•建築物の固有周期と減衰性能
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•構造物の耐震的実力



擬似経験的グリーン関数法

地震観測点 経験的グリ ン関数地震観測点：経験的グリーン関数
法により強震動予測可能

地震観測点ではない地点Ｘ：経験
的グリーン関数法による強震動予
測不可。伝播経路・地盤をモデル
化し統計的グリ ン関数法による

地震観測点A
地点Ｘ

化し統計的グリーン関数法による
強震動予測

あらゆる地点で経験的グリーン関
数法に適用可能な種地震を作成

地震観測点C
地震観測点B

浅部地盤モデル

5.0

5.5

6.0

6.5

7.0

したい

地盤モデルを用いて推定したい地点と
地震観測点の理論波形を計算し，これ
らの伝達関数を地震観測地点の観測波
形と乗ずることで 波形（擬似経験的グ深部 盤

1 5

2.0

2.5

3.0

3.5

4.0

4.5

形と乗ずることで，波形（擬似経験的グ
リーン関数）を推定する。

震源a

深部地盤モデル

0.0

0.5

1.0

1.5

想定東南海地震による震度分布
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中小地震ａをシミュレート 伝達関数推定 地点Ａの観測波形

10

経験的グリーン関数
法に適用
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深部地盤モデル 三次元有限差分法
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そのときの揺れは？
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地震時の高層住宅のシナリオ地震時の高層住宅のシナリオ
• フローリング上の食卓が前後左右に大きく移動
• 机が掃き出し窓にぶつかり窓ガラスが粉々に机が掃き出し窓にぶつかり窓ガラスが粉々に
• 転倒した家具が前後左右に床を滑り壁にぶつかる
• 食器戸棚は観音開きの扉があき食器が飛びだす

割れた食器 ヤカン 電子レンジ 電気ポ トが飛ぶ• 割れた食器、ヤカン、電子レンジ、電気ポットが飛ぶ
• 冷蔵庫が一気に倒れ、中のものが散乱、水浸し
• ピアノは前後左右に動き、ALC版の壁を割り、倒れる
• 大画面テレビ、デスクトップのパソコンも吹っ飛ぶ
• 便所の息子は両腕で壁を押さえてこらえる、ドアが

開かない ぶつかって外に 廊下は風呂の水で水浸し開かない。ぶつかって外に。廊下は風呂の水で水浸し。
• 子供部屋の娘は、ベッドごと前後左右に移動。本棚か

ら落ちた本がベッドの上に散乱。とっさに布団を被る
揺れが収ま た後 家族の安否を確認 皆 無事• 揺れが収まった後、家族の安否を確認。皆、無事。

• 玄関の靴箱が散乱。玄関ドアが開きにくい、停電＆断水
• エレベータは停止

提供：
中川和之
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エレベ タは停止
• 廊下のあちこちにコンクリートの破片が落下
• 隣の家の人たちが廊下に。両隣の家族の安否も確認

揺れを体感する
ハザードマップ
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3次元のバーチャル振動台
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長周期構造物と地震調査研究長周期構造物と地震調査研究

• 長周期構造物は極く少数かつ地域的に偏在造

• 予測地図は周期域が対象外、解像度不足

理論的方法の限界 谷間を過小評価• 理論的方法の限界：谷間を過小評価

• 表層地盤の取り扱いが不十分表層地盤の取り扱いが不十分

• 基礎データの有用性
長期評価 活断層調査 想定すべき地震長期評価、活断層調査 想定すべき地震
堆積平野地下構造 深部地盤、微動
K NET&KiK t 観測記録 EGFMK-NET&KiK-net 観測記録、EGFM

• その他
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その他
地震動予測地図 建築主への説明性




